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1．は じめ に

　二 〇〇〇年頃を境に公教育にも地方分権の 時代

が本格的に到来して い る。そ こで 日指されてい るの

は、文部科学省
一

地方教育委員会
一

学校とい う戦

後の トッ プダウン 型の 閉じられた教育行政を通じた

画
・
的な教育供給を見直し、地域の 実1青、学校現

場の実晴に対応した柔軟な教育供給 へ と大きく転換

して い くことで ある。教育の 地方分権化は、正統性を

失い つ つ ある学校教育を再生する最重要手段とし

て期待され て い る。ただ し、何らか の 形で の 分権化

は避 けられない 社会趨勢にあるとは い え、現在の地

方分権化に よっ て 公 教育の 正 統性が実際に回復で

きるかは未知数である。（苅谷他 2006）。そもそも、

現在の教育の 地方分権改革は 、 公教育が 直面して

い る課題 へ の 対応として の み遂行されて い るとは言

い 難い 。現在の 改革は、日本全体の 財政難に伴う

削減圧力を背景に しながらの 、市町村合併か ら「三

位
一
体の 改革」へ と続く国全体の 地方分権改革の

一・

環で もあるからで ある。特に財政削減の 圧力の 中で

進められる地方 自治体の 教育財政に関する裁 量権

の 拡大が、結果的にこれまで の 平等で 均
一
的な公

教育の 基盤を揺るがし、地域間格差を拡大させ るの

で はない かという懸念は強い （藤 田 2006）。

　既 に進行しつ つ ある地方分権改革の 中で 進めら

れた財政削減は実際にどの ように具現化し、地方の

義務教育の基盤整備にどの ような変容を与えっ っ

あるの だろうか 。 現在進行中の 事象を論じるの は容

易で は ない が、本報告で は 、   基準財政需要額 の

変化に焦点を当て つ つ 、市町村 白治体レベ ル にお

い て教育財政の 基準がどの ように変化しつ つ あるの

か、  それが、教育支出の 変化 にどの ように具現化

し、 自治体間の 差をどの ように生み 出しつ つ あるの

か 、  そ の ような教育財政の 削減を 、 それぞれ の 教

育委員会がどの ように認識して い るの か、という3点
を検討しながら、教育に おける「財政削減」の 具体的

様相 の
一
端を明らかにすることを 目指す。

　　　　　　　　　　　　　　　 （松田洋介）

2．地方分権化と教育財政に関する近年の動向

　従来、教育に か か る 「公費」を支出する仕組み とし

て の教育行財攻は 、 国と地方（都道府県レ ベ ル ・市

町村レ ベ ル ）が重層的に関与する仕組みをとっ てき

た 。

　この うち地方にとっ て の教育費（いわゆる 「収入 」）

は、国から使途を限定して移転され る財源（負担金 ・

補助金）と、使途を指定されない 財源（独 自財源およ

び地方交付税交付金）からの 教育費充当分に よっ て

まか なわれ てい る。前者 の 代表例は義務教育費国

庫負担金 で あるが、2006年にこの負担率が 2分の 1

か ら3 分の 1 に変わっ たことは、財源a牲 質を前者

か ら後者に振り替えたことを意味して い る。
一
方、後

者の みに着 目しても、国・地方財政の 全般的な逼迫

を背景に、地方交付税交付金の 配分方法や総額の

見直しが進 められ て い る。長らく地 方の 財源不足を

国に転移する形で 機能してきた地方交付税交付金

は、与党・財政担当官庁・地方 自治官庁の 関係の変

化に伴っ て 「財政健全化」を強く意識した運用へ と変

化してきて い るの で ある（北村 2009）。

　
一方、地方に お ける教育費の 「支出」に つ い て は 、

従来 「設置者管理 主義」「設 置者負担主義」の 原則 の

もとで都道府県と市町村の 双方が分担してきたが、

これにつ い ても近年の 「分権化」を受けた変化が指

摘されてい る。 法制度的には、地方分権改革の
一

環

として 1999年に 地方教育行政の 組織及び運営に関

する法律 （地教行法）が改正され、国・都道府県・市

町村で の 事務の 分担や権限の 関係が見直されたこ

とが 「分権化」の契機となっ た。特に教員の 採用数や

配置に 関する地方の 権限・裁量性拡大は 顕著で 、

教育行政領域にお ける「分権化」を象徴する事象と

なっ た。2001 年には公立義務教育諸学校の 学級編

制及び教職員定数の 標準に関する法律（義務標準

法）が改正 され 、学級編制の 弾力化 （40 人を下回る

学級編制基準の 設定）と「定数崩し」による非常勤講

師の 採用が都道府県レ ベ ル で 認められるようになっ

た ほ か 、2003 年度の 通知によっ て市町村レ ベ ル で

も学級編制の 弾力化が認 められ るようになっ た。ま

た 2004 年に は義務教育費国庫負担金制度に総額

裁量制が 導入された こ とで都道府県は教員 の 採用

数や雇用形態、給与水準の裁量性を高めたが、市

町村も同様に 2006 年の市町村立学校職員給与負

担法改正を受け、独 自の 常勤教員採用が可能とな

っ た 。

　もちろんほか の 教育政策領域にお い ても、従来

の 諸制度が 自治体の 教育政策過程か ら首長や議会
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などを排除して 「大攻治1を消失させ て きた の に対 し
、

一
連の分権改革は地方による裁量的な運用の余地

を増やす機能を果たした（小川 2010）。 ただし、こう

した 「分権化」による裁量性の 向上は、先に挙げたよ

うな地方財政の 悪化とい う文脈下で 実現して い るた

め、各自治体財政の 健全化 を見越した 「改革」を促

進する方向で作用して い る。すなわち、地方交付税

をは じめとする国一地方の 財政移転が見直され、さ

らに各自治体レ ベ ル で も財政健全化が大きな課題

となる中で 「分権化」が進められるため 、 教育領域へ

の 資源配分は国同様地方にお い ても強い 「改革」圧

力にさらされることが考えられる。

そうした中、教育行財政に関する近年 の 研究では 、

先に指摘したような教員給与費（義務教育費国庫負

担制度）に関する制度の変化や、国の 制度下にお

ける地方レ ベ ル の 運用がどの ようにな っ て い るの か、

とい っ た点に注 目が集められてい た（例えば、小川

山下 2008）。教員給与費につ い て は教育費の 中で

も大きな部分を占め、上記の ような法制度の変化と

して 「分権化」が説明で きるほか 、そ の効果につ い

て も教員の 雇用者数・雇用形態 の 変化とい っ た明快

な形で 測定で きるとい う特徴が あるた め 、近年 の 研

究にお い ても注 目を集めてきたと考えられる。

しかしそ の
一

方で 、地方交付税 交付金を含む
一般

財源か ら措置される各種事業費や教材費などにっ

い ても、こうした 「分権化」の 影響は現れ て い ると考

えられ 、一部が負担金で充当される教員給与費に

比 べ て その インパ クトはむしろ大きいもの とも考えら

れる（例えば、山本 2008）。にもか か わらず、自治

体財政全般における「教育」へ の 資源配分につ い て

は、そ の 「収入 」につ い て の分析も、また「支出」にっ

い て の分析も十分で はない 。

本報告はそうした課題に着 目し、市町村レベ ル に

お ける教育費の 地方交付税措置部分につ い て検討

し、 公費か ら教育領域（特に市町村レ ベ ル で の 学校

教育における事業費等）へ の資源配分がどの ように

変化してい るの かを明らかにする。以下では、3．で

調査の概要を示した後、4．で 国から市町村へ の 資

源配分につ い て ル
ー

ル の 変化を明らか にし
、
5．と6 ．

で 国か らの財政移転を受けた市町村がどの ようにし

て教育費に資源を配分して い るの かを明らかにす る。

Z で それらを教育委員会がどの ように認識して い る

の かを明らか にした上で 、若干 の まとめを行う。

　　　　　　　　　　　　　　　 （川上泰彦）

3．調査の概要

　本研究グル
ープは、2009 年 10月、12．目ならびに、

2010年 2−3．月に 、東 日本の特定の 地域にある1っ の

都道府
：

県（P 県）教育委員会、3っ の 教育事務所、1

3の 市町村教育委員会に対して 、地方分権化と教育

財政の 変化に関するイン タビ ュ
ー

調査を行っ た 。 そ

の 際、それぞれの 自治体の財政状況に関するデー

タの 提供を依頼し、基準財政需要額の算定台帳や、

決算報告書などの 提供を受けた 。 本報告で 中心的

に検討するの は、これ ら市町村ごとの 教育財政に関

する数量的デー
タの 変化 、 ならび にそれらに対する

教育委員会の認識である。また、当該地域の状況を

把握するために、地域の 教職員組合、教育セ ン タ
ー

、

学校長にも適宜イン タビ ュ
ー

を行っ た。また 、教育財

政に関する文部科学省の 認識を把握す べ く、当省

にもイン タビ ュ
ー

を行っ てい る。 そ こで得られた知見

も、適宜活用して い く。　　　　　　 （松田洋介）

4 ．教育財政の しくみ

　本節では、地方自治体の 教育財政 の しくみにつ

い て、特に基準財政需要額に着 目しなが ら概観す

る。また、実際の 支出額との 差をみ る こ とで、市

町村の教育予算削減につ い てマ ク ロ レベ ル の 検討

を加 えたい 。

4．1地 方財政の しくみ

　図 4−1は 、地方 自治体の歳出入 の しくみを簡略

化 して 表 したもの で ある。

　自治体は、標準的な行政実施に 必要な歳出 （基

準財政需要額）か ら標準的な税収見込み額 （基準

財政収入調 を差 し引い て残る財源不足分を国か

ら地方交付税として 受け取る。 地方交付税の総額

は、毎年度、国の 策定する地方財政計画に基づ き

決定 され るが、国の財政逼迫に より、2004〜06

年度の い わゆる 「三 位一体」 改革で は 5．1 兆円が

削減され る こ ととなっ た。

図4−1 地方財政計画と地方交付税の 関係

　 　 歳 入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳 出

＊ 特 別 交付 税や 地方 譲 与税 は省 略 〔出所 1中 井（1988）を一部 改編 ）

4．2 ．基準財政需要額の 算出方法

　基準財政需要額の うち義務教育に関する もの で

は、都道府県分は…観職員人件費、市町村分はそ の

他の人件費、建物等維持修繕費、教材
．
費、学校図

書費等が組み入れ られ る。基準財政需要額は、「単

位費用 （測定単位 1 あた り費用） × 測定単位 （教

職員数、65歳以上人口 など〉× 補正係数 （段階補

正 、寒冷補正 など）」 によ り算出される。
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　また 、
2007 年度か らは、人 口 と面積を基本とし

た包括算定経費、い わゆる 「新型交付税」 が導人

され、算出方式に
一部 変更がみ られたが、個別算

定項目につ い て 上記の よ うな構図は変わらない。

　例えば、 市町村分の 小学校費を算定する場合、

測定単位で ある実際の児童数 ・学級数・学校数に、

市町村 レ ベ ル における標準規模 幌 童数 720 人、

学級数 18 学級、学校数 1 校）を想定した単位費

用 （2009年度の 場合、児童 1人あた り41
，
100円、

1 学級あた り 834，000円、1 校あた り 8，659，000
円）をそれぞれ乗 じ、さらに補正係数をかける。

これ らを合計 したもの が、基準財政需要額となる。

　この ような積算式 は、地方 の教育関連経費の歳

出入 の 根拠 ともなるが 、 その
一方で 、 先に述べ た

地方財政計画 ヒの歳出入総額に合わせ て、基準財

政需要額の 単位費用や補正係数が逆算される とい

う側面 も持っ て い る。

4．3，測定単位あた り基準財政需要額の 推移

　文部科学省 『地方教育費調査』『学佼基本調劑

各年版を もとに、全国の 市町村 の 基準財政需要額

の 総計 と、それ を 1 測定単位あた りに換算した値

を求め る こ とがで き る。これ らの推移を示 した も

の が図 4−2〜4−4 で ある。 2004〜06年度にかけて 、

図4−z 小学 校児童鯉 基準財政需要額 〔千 円 ［

　 　 　 （全 国 市町 村計，建築費除く）
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測定単位あた りの 基準財政需要額がいずれ も減少

して い るの が見て とれる 。 た しかに少子化の影響

により測定単位そ の もの の数値も減少 して い るが、

それを上回るス ピー
ドで需要額、結果的には地方

交イ・亅税が減額され て い る こ とになる。

4．4．基準財政需要額 と実支出額との 比較

　さらに、義務教育費における基準財政需要額と

実際の 支出 （実支出額）との 関係につ い て 、全体

的な傾向をお さえて おきた い 。

　 「実支出額」 とは、『地方教育費調査』によれば

自治体が 「地方税、地方交付税、使用料 ・手数料

収入等の財源か ら学校教育の ために支出した経

費」 で あ る （図 4−1 の 太橢 「吩 ）。この値と基準財

攻需要額との 差額が 、 自治体の 超過負担分 （同斜

線部分）となる、こ の超過負担は、自治体が国の

定めた基準に基 づ い て行政サ
ービス を行 っ て い る

にもか かわらず、地方交付税による財源保障がな

されて い ない 部分で あ り、しば しば 自治体の 運営

を圧迫してきた要因 とされ る （中井ほか 2010）、

　図 4・5 は P 県内の 小学校教育費（市町村支出金）

につ い て、　 実支出額（A）と基準財政需要額 （B）の

変化を示 して い る。また、両者の 比 率（A／B）をと り、

全国計の 参考値 とともに併記した 。

　都道府県支出金 （図表略）は、基準財政需要額

に対する実支出額の 「比率」 が市町村支出金 と比

べ て相対的に 小 さく、か つ 各年代を通 して 安定的

で ある。
こ れ は 、 義務教育にお ける都道府県の 主

な財政負担が、教職員の 人件費で あるこ とによる。

他方、市町村支出金 の基準財政需要額は、「三位
一

体」改革が実施された 2004 年度以 降減少に転 じ

て い るが、実支出額はそこ まで急減で きない ため、
「比率」 が近年上昇 してい る こ とがわかる 。

　 こ の ように、「比率」 が常に 1 を超えて い る こ

とは、自治体の 超過負担が恒常的に行われ て きた

こ とを意味する が、「比率」の 上昇が い つ まで も続

けられ るとは思 えない
。 戸谷 （2006）が都道府県

支出金に つ い て指摘 して い るよ うに、とりわけ近

年、義務教育費に関 して実夊出額が基準財政需要

額を下回 る 自治体が増加 して お り、今回取り上げ

た市田亅村支出金につ い て も
一

部で 「比率」 が 1 を

切る県もみ られる。地方財攻が逼迫すれば、これ

まで の よ うな超過負担ができなくなる可能性があ

り、実支出の 削減により行政サービス （こ こ で は

義務教育）の 質の 低下が懸念される。

　なお、こ の数値は全市町村の 支出金を合計 した

もの で あ り、財政規模の 大きな市の傾向を強く反

映して しま う。現実に は、超過負担を削減 し 「比

率」 が 1 を割 り込む事象は、小規模な市町村か ら

生 じやすい と考えられ る。実際、全国計 と P 県を

比べ て も、いずれ の年度 ・項 目で も （小規模 自治
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体が比較的多い と思われる）P 県の ほ うが 「比率」

が小さい。また、都道府県単位の ク ロ ス セ クシ ョ

ン分析でみるか ぎりでも、大都市圏を抱える都道

府県の ほ うが 「比 率」 が高い （図表略）。したが っ

て 、詳しくは市町村ご との 分析が 必要 で ある。

　そ こ で、次節以降で は、本研究の調査対象で あ

る P 県内の
一

部市町村につ い て、先に示 したよ う

な算式か ら基準財政需要額を算出し （5 ．）、実支

出額を比較する こ とで （6 ．）、 自治体における地

方財政の 縮減 と教育予算との関係をより詳細に検

討する。　　　　　　　　　 （妹尾渉 ・平木耕平）

5 ．基準財政需要額の算定方法

　本節では 、 市町村 レベ ル での基準財政需要額の

うち、小学校費の算定方法を検討 す
『
る。

　小学校費を算定する場合、市町村レベ ル に おけ

る標準的な行政実施 硯 童数 720 人、学級数 18

学級、学校数 1 校）にか か る単位費用（2009 （H21 ）

年度の場合、児童 1人あた り41、100円 、 学級 1

学級あた り834、000円、学校 1校あた り 8、659、

000 円）に、測定単位 （児童数、学級数、学校数）

を乗じるこ ととなる、

奚際の

兜童

補蕉後の

児
補正率

A 自治体 923蠶297851 ヨ．06

魯自治体 1熔 123 重2 董．99

C 自治体 馴 369 405
表5− 1 測黨単位の 補正 率

　しか し、児童数、学級数、学校数の 算定にあた

っ ては 、 地方交付税法で、測定単位の数値の補正

が認められて い るため、市町村ごと測定された単

位数値が、その まま計算される こ とは希である。

小学校費にお ける補正 は、児童数に つ い て は 、密

度 ・態容 ・寒冷に関して、学級数と学校数におけ

る補正 は、態容 ・寒冷に関して行われる。 〈詳細

な計算方法につ い ては省略〉

　で は、以上の ような補正を行 うこ とで 、測定単

位数は、どの 程度補正 されるの で あろ うか。

　表 5−1 に示 したもの は、2009 （H21 ）年度の P

県内 の ある 3 自治体の 小学校費を算定するために

用い られた児童数、補正後の児童数、そ して 、補

正率の 数値を示 したもの である。
A 自治体は、当

該の 地方にお い て 人 口集中傾向が見られる 地方都

市、こ れに対 し、B と C の 自治体は、少子高齢化

の 影響を強く受けつ つ 、人 口 流出も著しい 自治体

で ある。こ の よ うな地域事情 の 異なる 3 自治体に

お ける児童数を単位費用 とする小学校費の計算は、

A 自治体で は 、 実際の 児童数が 92、312人である

とこ ろ、補正後は 97、851 人となり、5、539 人

が上乗せ され て 計算され る。 しか し、補正率とし

て みると 1．06 倍 と 1 に 近 レ値 を示 して い る、これ

と比較する と、B ・C 自治体の補正率は高く、B は

1、161人が 2、312人 と約 2倍、C は 91 人 が 369

人 と約 4倍に補正 され る。こ の よ うに 「設置者管

理主義」 「設置者負担主義」に基づきっ つ も、地域

事情に よる不利益分を補正する仕組みがある こ と

研
究
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が わ か る。

　こ の よ うに補正 された児童数 ・学級数 ・学校数

に、単位費用を乗 じる こ とで、基準財攻需要額が

算定されるこ とになる。しか し、単位費用は毎年

金額に修正が加 え られて お り、2000 年か ら2009

年の 10 年間で、児童数に対する単位費用は、46、

500 円か ら 41、100円 へ と 5、400 冂減額、学級

数に対す る剿 立費用は、912 、000 円か ら 834 、

000 円 へ 7、800 円減額、学校数に対する単位費

用は、10、324、000円から 8、659、000円 へ 1、

665、000 円減額されて乗じられて い る。

児童数 学級数 学校数 合計

平 成 12年 20825 フ ￥20望，358，140
平成 13年 董9825 6 ￥20萋，5耄9200

平成 14年 書8424 6 ￥188、7§5，550
平成 15年 η 923 6 ￥18t75922G
平 成16年 η o22 6 ￥173，4フ1、900
平成 17年 董6623 6 ￥重73，654ρ60
平成 18年 τ6522 6 ￥153，91フ，960
平成 19年 16222 6 ￥119．雀35，150
平成  年 准フ125 6 ￥望23．670，240
平成2降 16824 6 ￥121．764，フ30

　 表5−2D 自治体の 基準 財政需要 額にお ける小 学校費の 椎移

　表 5−2 に示 したの は、少子高齢化 の 影響を受け

て は い る もの の 、地揚産業があ る た め に、本調査

の 対象となっ た 自治体の 中で は 、 比較的安定 して

い る D 自治体の 2000 （H12）年度か ら 10年間の

算定 された基準財政需要額の 小学校費の 推移 で あ

る。 表か ら明 らかな ように 、こ こ 10 年間で算定

額は 79、593、410 円の 減額され て お り、特に最

近 5 年で の減額が大きく、5 千万を超えてい る。

もちろん、D 自治体におい ては、最近 10年で 40

人 の 児童が減 っ て い るわけで あるか ら、減額も当

然と見 る向きもあるか もしれない
。 しか しなが ら、

児童
一

人あた りの 換算 した金額におい て も最近 5
年で 30 万ほ ど減 っ て い る （表省略）。同様の こ

とは、学級 で見積もっ た場合も、学校で 見積もっ

た場合で も認 め られ るこ とか ら、義務教育の イ ン

フ ラの 整備に か ける費用を減らす方向で、基準財

政需要額の 小学校費が算定 され て い るとい える。

（清水睦美）

6 ．基準財政需要額 と実支出額の 関係

　こ こ で は 、 前節で算出した基準財政需要額 と、

地方 自治体が実際に教育にかける実支出額との 関

係にっ い て、「地方教育費調査 」の データをもとに

検討する。まずは先に示 し た 、
P 県内全て の 市町

村を合計した数値 の 推移を再度確認し よう。市町

村支出分の基準財攻需要額 と実支出額は、2000

年以降に減少傾向へ と転 じ、特に基準財政需要額

は著 しく減少 して い る。実支出額を基準財攻需要

額で割っ た値 （比率）につ い て、近年の 傾向 とし

ては 「1，20」 か ら 「1．40」 程度で推移 して お り、

市町村合計で は基準財政需要額を上回る額の 実支

出を行っ て い る こ とがわか る。

　それ で は、基準財政需要額と実支出額の推移を

各自治体単位で みると、どの ようなこ とがい える

だろ うか。以下 で は P 県内の 9 自治体につ い て、

新型交付税導入前の H18 年度と導入後の H19 年

度の 建築費を除く小学校費 （図表 6 − 1）のデー
タ

を確認 しよ う。自治体支出分の 基準財政需要額を

み る と、D 自治体、　 H 自治体、1 自治体以外で、

H18 年度か ら H19 年度にか けて減少 して お り、

おおむね前年比 の 2〜3％減 となっ てい る。自治体

の 実支出額をみると、E 自治体を除く全 て の 自治

体で 、
H18 年度か ら H19 年度にかけて減少して

お り、特に B 自治体、D 自治体、　 F 自治体は前年

比 の 7割前後に落 ち込ん で い る。
一方で、実支出

額を基準財政需要額で割っ た値 （比率）は、自治

体に よっ て大きな違い が生じて い る。 まず、A 自

治体、B 自治体、　 E 自治体、　 G 自治体、1 自治体

で は 、 H18 ・H19 年度 ともに 「1．00」 を超える値

となっ てお り、基準財政需要額を上回る額の 実支

出を行 っ て い る。特に A 自治体 と E 自治体で は、

H18 年度か ら H19 年度にかけて 比率が さらに高

くな り、基準財政需要額が落ち込む中で も
一

定程

度の 実支出を行 っ てい る こ とがわかる。と こ ろが

C 自治体、D 自治体、　 F 自治体で は、　H18 ・H19

年度ともに実支出額が 基準財政需要額を下回 っ て

お り、H19 年度には H 自治体でもこ うした現象

がみ られ る。基準財政需要額を大きく上回る実支

出が可能な自治体もあれば、そ うでない 自治体も

ある こ とか ら、国 の 基準 に よっ て算出され る需要

額 とは乖離 した各自治体の 支出の 実態が浮かび上

がる。

　表6− 1P県内9自治体における実支出額と基準財政需要額（小学校費）

H18　 x

自治体名
基準財政　　　実支出額　　実支出額（建築費除く）／

需要額　　　健築費除く）　基準財政需要額 （比率）
A　治 1ρΩ8婁、Z2殳7401 ム9鰓 95ΩOG 178
巨百箔沫 261

、
91凱40D　 35藍438Ω00

．． 「「
　　 　　 　　 　　 135

C爵治休 61、917，380　　 34、828，000毅灘 灘
D百貅

’ 閥．．
98、590、96D　　 86、738，000蠹薹懿 灘 懲 、

甬治侭
” 「幗卩「騨．隠鹽「 ■■■

　　379
、瓢 78D　 56弖592』OO 149

F酳 侭
’

152、巨31．96D　 13旦786ΩOO戮 靉鑼靉靉靆
G百継

’
45

、旦27、340　　 5皇431ΩOO 123
H百貅

’ 　　　　　閥
190014700　 19Ω408ΩOO

．
　　　　　　　 1．OO

1酳 休
’”「…膊龝

賦f黼 百　 62，百団0．00。
…一’一’讐

丁コ9
’

H9 　 又

A　治 ga13、138、9弖旦 1三77且778Ω00 179
B百淋

胴囲’
258．916．62旦．．．26L420ΩOO

呷帽．鬯■鹽■ ■
　　 　　 　　 　　 　101

c百洽休
『．

　　巨9、旦43、8弖q　 　 3旦243ΩOD 黷
”

D百羅
” ．

　　lOO．203、鑞 ．．5Z142ΩOO穩懿蠱
E齬 侭

”
37Z

、
422

、
6旦生． 57Ω799ΩOD 151

F齬 侭
．
　　150．371．535 ＿」OLO17ΩOD驪

鬮 沼禄
．
　 ．44．800．072 ．．51．05qΩOD 114

n齬 裸 193
．
249

、
65q．．．17弖951Ω00變靉 靉 懿 鞴

【
’
醗 裸 　

’．
　 　 481827D4　 　 6006500D 125

注）H19年度の基準財政需要額からは、事業費補正を除いている。

（長谷川哲也）
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7．市町村教委は「教育」と「財政」にどう向き合っ て

い るの か一学校統廃合を例として

　ここま で 、地方 自治体に お ける教育費の 全体像

（教育費の 出と入）をみ てきた 。 最後に本節で は、
「学校統廃合」とい う具体的なテ ー

マ に注目して 、自

治体の教育と財政に関する考察を進めたい。
「学校統廃合」を題材にあげるの は 、 統廃合によっ

て市田〕村では 1校分の 地方交付税の 入りがなくなる

ため、財政の 面で は統廃合と地方交付税は密接に

関わるもの だからである。

　たとえば D 自謝 本で は、学校統廃合に関連する
一

っ の試算として 、各小学校の歳出と歳入を整理す

るなかで地方交付税による歳入を表 7−1 の ように算

出してい る。これと歳出（主に 「学校管理費」）との 差

から、「黒字だ っ て い う言い 方 はよろしくない けれど

も、余剰が出て」い て、「学校が 1校なくなると、そ の

分の歳入もなくなる」と担当者は説明する。

　い っ ぽう、ある自治体で は 「一切 、そうい う話はし

ませ ん」、また別の 自治体で は 「（教育費の ことなん

か で）とくにそんなばたばたするもんじゃ な い 」との

回答もある。

　　　　　　　　　　　　　 　　　 単位 ；干 円
爵
　　 灘驚騰 饑 V小学校 W 小 学校 X小 学校

．　．　・

地 方 交 付 税 36，60418 ρ2621 ，256
学校割 77947794 フフ94

学級割 16」9869429 ，256
児童割 3，1921 ，260L596
教 職 員 人 ロ 割 3，7702 ．0302 ，610
ス クール バ ス 51650 0 0

D 自治体税 2，37912811 ．647
教 職 員 数 2，37912811 ，647

教職　　宅 1，315 7281 ．323
利用住宅 戸数 1，315 728L323

孅
倖寧

奪欝 灘 譏140 ，29820 ρ3524 ，226
7刈 D 自治 　 に お ける子 父別 の　 入 内 訳

こうした温度差はあるもの の 、しかしここで強調し

なけれ ばならない の は、学校統廃合をめぐっ て各 自

治体は、ある
一

点におい て 共通 の反応を示すことで

ある。そ こに ある種独特の 「教育」と「財政」の 関係陛

をみるこ とがで きるの で ある。学校統廃合というテ
ー

マ は、市町村が 「教育」と「財政」にどう向き合っ て い

る の か、そ して そ の 向き合い 方が い か なる（意図せ

ざる）結果を生み 出して い るの か を照らし出す 、社会

学的に興味深い 切り口を提供してくれる。

　さて今日、 国家レ ベ ル で は 、学校統廃合は 「教育

予算の効率化」と「教育環境の 是正 」の 視点から要請

されて い る。 それ らが
一
塊 の 言説として ロ ーカ ル な

文脈 、 すなわち市町村教委 へ と降りて くる。 公共 （＝

国家）の言説とそ の ロ
ー

カル な運用 に つ い て は、
「社会問題 の ワーク」の 研 究蓄積がある。白松 は 、マ

ジッ クマ ッシ ュ ル ーム に関する公共 の 言説は 、
「中

毒性」や 「体に害」であることを説くい っ ぽう、ロ ーカ

ル な文脈で は少年集団はその 言説を逆手にとっ て

自分たちの 行為を正 当化して い る
一

マ ジックマ ッシ

ュ ル
ーム には 中毒性も害もない と少年たちは主張

する
一ことを看破した。

　同じような構図が、学校統廃合につ い ても当て は

まる。 公共の 吾説 は 「教育予算の 効率化」と「教育環

境の是正 」か ら学校統廃合を説く。い っ ぼう、個 々 の

市町村教委の担当者がみな 口をそろえて い うの は 、

学校統廃合で地方交付税が入っ てこなくなるの は確

か だが、「統廃合は 、教育予算の 問題で はなくて 、

教育環 竟の 是正 の ため」とい うこ とである［事例は省

略］。国は 「教育予算の効率化」を企図して い るの か

もしれな い が、自分たちはそうで はな い の だと強調

することで、教育躙 竟の是正 にい っ そう高い 正 当性

が付与されて いく。

◆公共 の 言 説 （国家の意図）

教育予算の効率 1匕＋教育環境の是正

◆ ロ
ーカル の解釈 （市 町村教委 の 意図）

　教育予算の 問題で はなく、教育環境の 是正

　→ 　「教育予算」の 意図を否定する こ とで、「教育環境」

　 　 に高い 正 当性が付 与 され る

　教育言説は容易に教義化しやすく、そこで はもは

や 分析的批判的議論 へ の 道は 閉ざされ る（今津

2010）。
「教育環境の 是正」に高い 正当性が付与され

たとき、そ の 自明性を問う声は かき消され、統廃合

は粛々 と進められて い く。
こ うして ， 自治体 レベ ル で

は財政の 論理 が否定されつ つ も，そ れ が皮肉に も

国家レ ベ ル で は潜在的な順機能となっ て教育予算

の 効率化が達成されるの である。

　予算が潤沢で あっ た時代、教育の 世界は予算面

で の 大きな困難を抱えることはなかっ たであろう。だ

が、もはや前年度並み の 予算が確保され ない 時代

に 、 教育もまた予算の 獲得合戦に参入することが否

応なく要請される。こうした時代に、教育の 論理はど

の ように通用するの か 、そ こに財政の 論理や実態を

組み 込 ん で い く必要があるの か。

　 「教育財政」とは
一
言 で いうもの の 、「教育」に とっ

て 「財政」はい まだ不確実陸に覆われてい る。 教育

財政の 社会学はまずもっ て 、エ ビデンス として の 数

字（＝ 教育予算）そ の もの がどの ように動い て い るの

か、そして そ こで 私たちが どの ような意味付与（＝ 教

育界の定型的なもの の 見方や考え方）をお こなっ て

い るの か、こ の 客観と主観 の 両側面 か ら「教育」と

「財政」の あり方を
一

つ ひ とつ 丹念に調 べ て い く必

要がある。　　　　　　　　　　　 （内田 良）

※詳細な分析結果ならびに参考文献は当日資料を

ご参照ください
。
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